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はじめに1

2

我が国の社会資本ストックは高度経済成長期に集中的に整備され、今後急3

速に老朽化することが懸念されている。社会資本の維持管理・更新について4

は、国のみならず、社会資本の大部分を管理している地方公共団体を含めた、5

我が国全体の大きな問題となっている。6

このような中、平成24年7月に国土交通大臣から社会資本整備審議会及び交7

通政策審議会（以下、「審議会」という）に対し「今後の社会資本の維持管8

理・更新のあり方について」の諮問が行われた。本諮問を受け、審議会は、9

社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会（以下、「技術部10

会」という）にこれを付託し、更に技術部会では、社会資本メンテナンス戦11

略小委員会（以下、「小委員会」という）を設置し、平成25年12月に「今後12

の社会資本の維持管理・更新のあり方について 答申」として、国土交通省13

や地方公共団体等が重点的に講ずべき具体的な施策について提言を行った14

ところである。他方、今後更にその施策の具体化に向けた検討を行う必要が15

あることから、平成26年４月から小委員会において、「1．点検・診断に関16

する資格制度の確立」、「2．維持管理を円滑に行うための体制、地方公共17

団体等の支援方策」、「3．維持管理・更新に係る情報の共有化、見える化」、18

「4．メンテナンス技術の国際化」について検討を深めていくこととした。19

平成26年８月には「点検・診断に関する資格制度の確立」について緊急提言20

をとりまとめ、続いて「維持管理を円滑に行うための体制、地方公共団体等21

の支援方策」について検討を行った。22

検討にあたっては、その対象を特に人員、技術力に課題が多い市町村1と23

想定して審議し、以下の３点について今後の方向性と実施すべき具体的施策24

についてとりまとめた。25

26

１．今後の基本的方向及び各主体の役割27

２．市町村の体制強化28

３．国・都道府県等による技術的支援29

30

なお、本提言で示した方向性と具体的施策は、市町村の人員・技術力が課31

題となっている社会資本分野を想定したものであるが、それ以外の主体・分32

野においても、その考え方は参考となるものである。33

34

1 本提言において、ただし書きのない限り、政令市を除き、特別区を含むものとする。
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１．市町村を取り巻く現状と課題1

（１）市町村を取り巻く維持管理の現状2

社会資本を的確に維持管理し、生活及び社会活動の基盤となるサービスの3

提供を確保することは、将来にわたって活力ある地域社会を維持するために4

必要不可欠である。国土交通省が所管する社会資本には地方公共団体が管理5

する施設も多く、道路橋では、約 70万橋2のうち、都道府県・政令市は約 186

万橋（26％）、市町村は約 48万橋（70％）を管理している3。今後、高度成長7

期以降に整備された社会資本が急速に老朽化し、建設後 50 年以上経過する8

施設の割合は、道路橋について平成 25 年 3 月に約 7 万橋（18％）であった9

ものが 20年後には約 27万橋（67％）4に、また下水道管きょについて、約 110

万 km（2%）から約 11 万 km（24％）に増加する5。11

一方、道路や港湾等の各施設分野では、維持管理等に係る法令等の改正が12

行われている。道路法においては、道路の予防保全の観点も踏まえた点検を13

含む維持・修繕の実施等が規定された。それを受け、市町村が管理する道路14

橋やトンネル等について、国が定める統一的な基準により、５年に１回の頻15

度で、近接目視により点検を行うことが規定された。港湾法においても、港16

湾施設の維持のため、一定の基準に沿って定期的に点検を実施すべきことが17

新たに規定されたところであり、市町村の維持管理への責務を果たすために18

行うべきことが具体化・明確化されてきている。19

20

(２) 的確な維持管理を実施する上での課題21

現在、市町村が的確な維持管理を実施していく上で、財政面、人員面、技22

術面、財政面での課題が存在する。23

まず、財政面については、歳出抑制の中で市町村の歳出に占める土木費の24

割合は継続的に減少している状況にある6。25

まずた、人員面については、市町村における地方公務員の土木部門の総職26

員数は、平成 25 年 4 月 1 日現在で 1249 万 9,7491,497 人となっており、平27

成 8年をピークとして以降、17年間で約 30万人（約 27%）減少している 67。28

また、社会資本の維持管理・更新業務を担当する職員の数は、特に市町村で29

2 橋長 2m以上が対象
3 「社会資本に関する実態の把握結果（試行版）」（平成 25年 4月時点とりまとめ）
4 建設年度が判明している約 40万橋が対象
5 建設年度が不明な施設を含む総延長約 45万 kmが対象
6 地方財政統計年報（総務省）
76 平成 25年地方公共団体定員管理調査結果（総務省）
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少なくなっており、5 人以下である市町村が多く、その傾向は人口規模が小1

さくなるほど顕著である 78。2

また、さらに技術面については、規模の小さい市町村を中心に、巡視・点3

検を実施できていない例がある 8。また、や点検している場合であっても、4

マニュアル等に基づいていない例もある 78。国土交通省における審議会や委5

員会等においても、点検の質に課題がある 89ことや、全ての管理施設を点検6

実施できていない現状が指摘されている 910。7

さらに財政面については、歳出抑制の中で市町村の歳出に占める土木費の8

割合は継続的に減少している状況にある 10。9

加えて、公共施設の老朽化が進む中での市町村の懸念事項については、市10

町村の規模にかかわらず関わらず、予算不足、職員不足を懸念している割合11

が 6～７割程度と高く、また、4 割程度の市町村が、技術力不足について懸12

念している状況にある 78。13

厳しい財政制約下において、特に人員・技術力については、一朝一夕で、14

その解決を図ることは難しくが不足している、そのような状況下の市町村に15

とっては、的確な維持管理の実施が困難な状況となっており、社会資本の管16

理責任を果たせないおそれが懸念されている。17

18

19

２．今後行うべき支援の考え方20

（１）これまでの支援の取組21

社会資本の老朽化に対する様々な課題が顕在化する中、国土交通省では平22

成 25 年を「社会資本メンテナンス元年」と位置づけ、市町村への支援も含23

め様々な取組を行ってきている。24

具体的には、維持管理に係る基準やマニュアルの整備や、より実務的な研25

修の強化・充実、維持管理技術の効率化・高度化に資する社会インフラのモ26

ニタリング技術、ロボットの開発・導入の促進、点検・診断等に係る技術者27

の民間資格の登録制度の創設などの対応を順次行っている。28

29

87 社会資本整備審議会・交通政策審議会「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について 答申」（平成

25年 12月）参考資料
98 社会資本整備審議会道路分科会「第 44回基本政策部会」
109 第 5回下水道政策研究委員会
10 地方財政統計年報（総務省）
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（２）基本的な方向性1

１）今後の基本的方向2

先述の通り、これまでも国土交通省では、地方公共団体に対して様々3

な支援を実施しているところであるが、今後老朽化する施設が一層増大4

していくとともに、それに伴い老朽化した施設が破壊に至るような事態5

の増加も想定され、部分的な修繕のみでは対応できなくなることも想定6

される。7

また、今後、厳しい財政状況や人口減少、少子高齢化の進展によって、8

これまでの制度や体制では安全性を確保し続けることが困難な局面も9

想定される。このような中、将来を見据え、持続可能な維持管理の実施10

に向けて、市町村が施設管理者としての責務を果たすことができるよう、11

まずは市町村自らの体制の強化を図るとともに、なお不足する部分につ12

いて、国・都道府県等による技術的支援体制の構築が必要である。その13

ため、各主体の役割を明らかにしつつ、具体的施策について検討を進め14

る。15

２）各主体の役割16

（国の役割）17

国は、道路、港湾、下水道といった各々の社会資本の整備や管理に関18

する法律を所管し、社会資本が的確に管理されるよう基準類等の整備や、19

ストックマネジメント11の促進に向けた制度構築など「所管者」として20

の役割を有しており、また、自らも施設管理を行い、全国の事象に精通21

し、かつ専門の研究機関を持ち、高度な技術や豊富な経験を有する「管22

理者」12としての役割も有している。このため、国は的確に維持管理が23

行われるための制度構築や、都道府県では対応が困難な技術的支援等を24

実施すべきである。なお、国は、その役割を踏まえ、自らの技術力の維25

持、向上に努めるべきである。26

（都道府県の役割）27

都道府県は市町村を包括する地方公共団体であり、事務の共同処理に28

ついて公益上必要がある場合、市町村に対し、地方自治法により「協議29

会」等の設置を勧告できるなど市町村に対して指導的役割を担っている。30

11 持続可能な事業の実施を図るため、明確な目標を定め、膨大な施設の状況を客観的に把握、評価し、中長

期的な施設の状態を予測しながら、施設を計画的かつ効率的に管理すること。
12 港湾施設においては、都道府県等が「管理者」の役割を有し、国は国有港湾施設の「所有者」としての役

割を果たしている。



5

このため、「管理者」として有する技術・知見を活かした技術的支援に1

加え、市町村に対する相談窓口としての役割や、市町村が共同処理体制2

を構築する場合等に、技術的アドバイス、調整等を行うこと等が期待さ3

れる。4

また、都道府県で設置されている建設技術センター等は、建設技術に5

関する市町村への相談・支援の役割を担っているところもある。6

7

（市町村の役割）8

市町村は、多くの社会資本を管理する主体としての責務を有すること9

はいうまでもなく、単独でそれらを維持管理する体制の構築が困難な場10

合であっても、他の市町村と共同で事務処理を行うなど、自ら持続的に11

維持管理を実施できる体制を構築しなければならない。また、自主的な12

判断に基づき各主体から適切な支援を受けた場合においても、管理者と13

しての責務を有している。14

（民間事業者の役割）15

維持管理については、その対象施設が増大するとともに、従来以上に16

大規模もしくは高度な技術力が必要となる修繕等が増大することが予17

想される。このため、民間事業者においては、従来からの点検・診断、18

補修・修繕を受注して実施するという役割に加え、維持管理の効率化・19

高度化のための先進的な技術開発に取り組む役割も重要となり、今後地20

場の企業から広域・大型・開発力のある全国規模の企業まで、維持管理21

に軸足をおいた建設産業の活性化が期待される。22

（大学等研究機関の役割）23

大学等研究機関は維持管理に関する技術・制度等の研究を通じ、国や24

県などの各主体と協力して維持管理の効率化・高度化に貢献することが25

期待される。26

27

これら国、都道府県、市町村、民間事業者及び大学等研究機関の役割に28

加え、地域住民や NPO等非営利団体等を含めを踏まえ、各主体の能力を十29

分に活かした総力戦による支援の体制を整えるべきである。30

31

32
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３．具体的施策1

（１）市町村の体制強化2

市町村は、施設の管理者として、責任をもって自ら持続的に維持管理を実3

施できる組織体制を計画的に構築していくことが必要である。4

しかしながら、技術職員の不足に対し、財政状況も厳しいため、単独の市5

町村では技術職員を新たに雇用・育成することが困難なことも想定される。6

このための手法として、①近隣の市町村と共同して処理することによるマ7

スメリットの追求、②民間技術者等の直接的な活用による人員と技術力の確8

保、③より効果的な外部委託の活用、などが考えられ、市町村の置かれた状9

況に応じ適切な手法の採用が期待される。10

１）共同処理体制の促進11

（背景と考え方）12

地方自治法においては、これまで「事務の委託」、「一部事務組合」13

や「協議会」等の複数の市町村で事務を共同処理する制度が示されて14

いたが、「管理責任が元の市町村から移動する」、「迅速な意思意志決定15

が困難」、「不法行為等については各構成団体の連帯責任と解される」16

等の課題が指摘されていた。このため、これまで社会資本の維持管理17

にこれらの制度を活用している事例は、下水道分野以外にはほとんど18

見られない。19

これらの課題に対し、より一層広域連携を進めるため、平成 26年６20

月に地方自治法が改正され、管理者の権限と責任を当該市町村長に残21

しつつ、合議体によらず協約によるなど、より弾力的な共同処理の新22

たな制度（「連携協約」、「事務の代替執行」）が設けられたところであ23

る。24

一方、道路分野においては、国、都道府県、市町村等が参加する道25

路メンテナンス会議において、都道府県等による点検業務の地域一括26

発注が行われつつある。27

市町村同士の事務の共同処理体制は、様々な課題を抱えているが、28

地方自治法に新たに設けられた制度等も活用し、他の市町村と連携し29

て事務を処理することについても検討する必要がある。30

（今後の取組）31

共同処理に関する新たな動きを踏まえ、共同処理のマスメリットを32

活かした効率性の追求のため、従来行われている点検・診断の地域一33

括発注に加え、修繕工事等における地域一括発注などの共同処理の取34
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組を推進し、全国に普及させる推進方策を講じるべきである。1

都道府県は、市町村による共同処理体制の構築について、技術的ア2

ドバイス、調整や必要に応じて地方自治法に基づく勧告を行う等指導3

的役割を担うことが期待される。さらに、国、都道府県、市町村等か4

らなる連絡会議等を活用し、平成の大合併に伴い地方公共団体の中に5

は行政区域を大きくしたところもあれば従前のままの地域もあること6

をそれまでの市町村合併の経緯も踏まえつつ、調整することも有効と7

考えられる。8

また、市町村の技術力等に差異がある場合には、以下に述べる技術9

者の派遣などにより支援を行うなど地域の実情に十分配慮すべきであ10

る。11

２）技術者派遣の仕組みの構築12

（背景と考え方）13

点検・診断業務や補修・修繕工事は、民間事業者との請負契約によ14

り、実務は主に民間事業者が行うことが一般的となっている。市町村15

は、施設管理者として、業務や工事の発注、監督や検査といった行政16

判断が必要な業務を行っており、一定の人員・技術力が必要である。17

市町村は、現有する人員・技術力が不足する場合には、技術職員を新18

たに雇用・育成することになるが、財政不足や人材育成に時間を要す19

る等の理由により、人員・技術力の確保が困難なことも想定される。20

このため、民間企業等で活躍する維持管理に精通した技術者を活用21

することが現実的な対応策と考えられる。また、市町村自身が組織と22

しての技術力向上を図る観点からも、経験豊富な技術者等からの技術23

移転等を検討することも有効である。その際、複数の市町村が共同し24

て効率的に技術者を活用することも想定される。25

なお、技術者派遣の仕組みの構築にあたっては、派遣された技術者26

が市町村長の指揮下に入り、市町村長の責任のもと、維持管理に関す27

る市町村の業務を担うことが担保されることが必要な場合がある。で28

ある。29

（今後の取組）30

技術部会における民間資格の登録制度に関する緊急提言（平成 26年31

8 月）を受け、維持管理に関する技術者の技術力を評価する仕組みとし32

て、新たに資格制度を構築し、緊急提言の中では、今後更なる拡充を33

求めている。市町村が民間技術者等を活用する仕組みの構築にあたっ34

ては、民間技術者等の有する技術力や知識を評価する必要があり、こ35
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の資格制度の活用も含めた検討が必要である。1

市町村が技術者派遣を受けるには、非常勤職員等として個人を雇用2

し受け入れる場合と、企業と契約し、派遣を受け入れる場合等とが想3

定される。一般的に技術者は民間企業等に属している場合が多いこと4

から、後者の場合の方が多いと考えられる。ため、市町村は技術者の5

派遣を活用するためには、民間企業等に派遣を要請し、選定された民6

間企業等と派遣契約を結ぶ手続きが想定される。そのため、7

これらの選定手続きにあたって、市町村は技術者本人や技術者の属8

する民間企業等の技術レベルを評価し、比較する必要があるが、市町9

村にとってそのような企業選定作業は過度な事務負担となるおそれが10

ある。11

また、非常勤職員等として個人を雇用する場合等においては、資格12

だけでは当該技術者の経験などが明確にならないことから、この資格13

制度に加え、市町村による民間技術者等の選定に資するよう、技術者14

の保有資格、経験等を明らかにするための技術者登録制度について検15

討を構築すべきである。16

さらに、国は、派遣元となるまた、企業と契約する場合等において17

は、民間企業等について、あらかじめ技術レベル（所属する技術者の18

保有する資格や行政実務に関する経験、研修実施状況等）や経営の安19

定性等、さらには、行政情報を取り扱うことから法令の遵守及び秘密20

の保持を確保できる整備状況等を評価し・認証することにより、市町21

村による民間企業等の選定に資する仕組みを検討すべきである。構築22

し、円滑な派遣が行われるようにする必要がある。23

また、市町村の財政状況によっては経費負担が厳しいことも想定さ24

れることから、派遣技術者活用のための経費を国から市町村に対して25

支援することも重要である。26

３）点検・診断、補修・修繕の民間事業者への包括的委託の活用27

（背景と考え方）28

現在、市町村が自ら実施している維持管理に関する行政事務の中に29

は、管理者としての判断や許認可、公権力の行使等他者に代替させる30

ことができない事務がある一方、現地での確認や作業の実施、資料作31

成等他者に代替させることが可能な事務については、外部委託を行う32

ことで施設管理者の人員・技術力不足を補うことが可能である。33

外部委託には、個別業務ごとに単年度で委託していた複数の業務を34

一括して複数年度契約し、さらに要求される水準を定めたうえでそれ35

を達成するための業務運営については受注者の創意工夫に委ねる「包36
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括的性能発注」もある。これらの活用により、自由度の向上による民1

間事業者の創意工夫や、常時配置人員や資機材の効率的配置、機材の2

長期レンタル等民間のノウハウによるコスト縮減余地の拡大が期待さ3

れる。包括的民間委託は下水処理場で多く導入されているほか、市町4

村が管理する道路において実施されている例もあり、必要に応じ活用5

を図ることが望まれる。6

（今後の取組）7

市町村における人員・技術力の不足を補うために必要に応じて発注、8

監督、検査の各段階において従来行政が行ってきた事務の一部につい9

ても、民間等の技術力を活用すべきである。10

また、国はこうして新たに民間等の技術力を活用する分野について、11

適切に業務を遂行できるように、従来から委託している点検・診断等12

の業務と同様に必要な能力・技術を定め、資格等により適切に評価で13

きるような仕組みを検討すべきである。14

さらに、点検・診断、補修・修繕の委託にあたっては、異業種間の15

技術交流が促進され、また、民間事業者による創意工夫、新技術の開16

発導入や、市町村が実施する事務の省力化も図られることが期待され17

るため、例えば、点検・診断から補修・修繕までを包括的委託（点検・18

修繕一貫包括的委託）することなどが考えられる。19

さらに、新たな技術開発等が進む可能性も踏まえ、例えば道路と上20

下水道の業務を併せて一体的な点検（異分野包括的委託）の導入も考21

えられる。なお、このような包括的委託にあっても行政が判断すべき22

ことについては責任主体としての行政が担うことがとなるような仕組23

みとする必要がである。24

このため、国は、このような包括的委託について、導入の意義や効25

果、好事例、民間のもつ先進技術、ノウハウ、創意工夫を活かしたか26

らの提案募集の仕組み、発注者との役割分担の明確化、業務の適切な27

執行のための履行確認、瑕疵民間企業や技術者等の損害賠償責任に対28

応する補償13に関するによる損害を保証する環境の整備など課題や留29

意点等を整理し、包括的委託を全国に普及させるとともに市町村が自30

らの事情に応じ適切な手法を選択できるよう推進方策を講ずるべきで31

ある。32

33

13 現在、建設コンサルタントや技術士等が行う専門的な知識や技術を要する業務や公務員としての職務にお

いて、その遂行に起因して損害賠償請求がなされたことにより専門事業者や公務員が被る損害補償する賠償責

任保険が存在している。
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（２）国や都道府県等による技術的支援1

今後老朽化が急激に進展する中で、市町村にとって経験したことがないよ2

うな大規模もしくは高度な技術が必要で、点検・診断、補修・修繕の対応が3

困難な場合も想定される。その場合、国や都道府県等から適切な技術的アド4

バイスを受け、対応することが必要である。一方、適切な技術的アドバイス5

を受けたとしてもなお市町村による対応が困難な場合は、国や都道府県等が6

市町村に代わって点検・診断、補修・修繕の対応を行う必要がある。なお、7

緊急的に高度かつ重大な維持管理が必要となった場合においても、国等によ8

る対応が必要である。9

１）体系的な技術的アドバイスの仕組みの構築10

（背景と考え方）11

道路分野では道路メンテナンス会議等において、研修・基準類の説12

明会等の調整や、点検・修繕において、優先順位等の考え方に該当す13

る路線の選定・確認等を行い、さらに、国が直接調査し技術的な助言14

を行う仕組み（直轄診断）について試行が始まったところである。15

また、下水道分野においては、国が、ストックマネジメント手法の16

考え方や優先順位付け等の考え方を示すことにより、所管事業全体の17

マネジメントを推進している。18

これらを含めメンテナンスサイクルの構築に向けた様々な支援に伴19

い、市町村では点検・診断、補修・修繕工事等の取組が一層進められ20

る。21

メンテナンスサイクルの取組が進み、また施設の老朽化も急激に進22

行する中で、市町村では技術的に対応が困難な維持管理が顕在化し、23

増加すると見込まれる。一方、主体によって技術的能力に違いがある24

ため、それぞれの役割のもと、国や都道府県等が体系的に技術的アド25

バイスする仕組みが必要である。なお、技術的アドバイスを受けたと26

しても施設管理者としての最終的な責任主体は市町村である。27

（今後の取組）28

市町村に対する技術的支援として、社会的に重要かつ一つの都道府29

県に蓄積される技術力では現に対応が困難なものについては国等が限30

定的に対応し、それ以外は都道府県で対応すべきである。また、他の31

市町村や都道府県が同様の技術を有している場合も想定され、そうい32

った場合については、当該技術を有する市町村または都道府県が対応33

することも考えられる。そのため、市町村に対する技術的アドバイス34

について、都道府県、地方整備局・事務所等が対応する手順等につい35
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てルール化を図るべきである。また、国が直接的な管理を行っていな1

い分野については、都道府県や技術や経験を有する所管団体、民間企2

業の活用等を含め、体制強化等の仕組みを構築すべきである。3

今後、点検・診断、補修・修繕に係る技術的アドバイスの要請が増4

大し、全国の維持管理に関する事例やデータを蓄積し、適切に対応す5

る必要があるが、通常業務を対応しながらの実施が困難になることも6

想定されるため、技術的に高度なものについて適切な技術的アドバイ7

ス等を行うため、技術的支援を行う専門組織を構築すべきである。8

２）点検・診断、補修・修繕に関する国等による代行制度の構築9

（背景と考え方）10

道路分野では、平成 25年に道路法を改正し、地方公共団体が管理す11

る橋梁等について、当該地方公共団体から要請があり、かつ、当該地12

方公共団体の実施体制その他の地域の実情を勘案して、高度な技術力13

を要する等の修繕工事等を、当該地方公共団体に代わって国土交通大14

臣が実施できる制度を設けている。15

市町村に対し技術的アドバイス等を行う過程において、技術的アド16

バイス等を市町村が受けても点検・診断、補修・修繕工事等を市町村17

自ら責任を持って行うことができないと判断される場合、都道府県の18

責任のもとで行われる「事務の委託」を、さらに社会的重要かつ一つ19

の都道府県に蓄積される技術力では現に対応が難しい場合、国の責任20

のもとで行われる代行を活用すべきである。21

また、現在、道路分野以外の個別法においては維持管理に関する代22

行措置の定めがない。これらのことから、必要に応じて支援の充実に23

向けて制度を拡充することが望まれる。24

（今後の取組）25

それぞれの個別法を踏まえ、市町村に代わり国の責任のもと維持管26

理に係る事務を実施する代行の制度の仕組みを構築すべきである。制27

度構築にあたっては、各分野の特徴に応じ、修繕工事のみならず点検・28

診断から対策検討、修繕設計、修繕工事に至るまで一貫できる仕組み29

を検討すべきである。30

さらに日本下水道事業団等、技術や経験を有する者が、同様に代行31

等を行う仕組みも構築すべきである。32

３）緊急的な対応制度の構築33

（背景と考え方）34
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大規模自然災害時の事例として、国は「緊急災害対策派遣隊1

（TEC-FORCE）」を派遣し、被災地方公共団体等が行う被災状況調査、2

被害拡大防止、被災地の早期復旧を図るための技術的支援を行ってい3

る。4

老朽化が原因で施設事故が発生するケースがあり、このような場合5

においても市町村に対し、事故の実態把握のための点検実施、点検結6

果の分析、応急復旧などの技術的対応を行えるよう体制を構築する必7

要がある。8

（今後の取組）9

大規模な事故の発生時など、緊急的に維持管理に関する技術的な対10

応が必要となった場合に、市町村の要請を踏まえ、国が緊急調査や応11

急対応等について技術的な支援を円滑かつ迅速に実施するよう、組織12

や財源措置等の必要な制度を構築すべきである。13

さらに、市町村と国との間で事前に協定を結ぶなど、円滑な対応を14

行えるよう準備すべきである。15

16

17

４．おわりに18

本提言は、橋梁、下水道施設など多くのインフラを抱える一方、インフラ19

のメンテナンスに対し、人員・技術力が不足している市町村を対象に、市町20

村の体制強化、国・都道府県による技術的支援等を早急に図ることが必要で21

あることから、その方向性と具体的施策を示したものである。22

今後老朽化する施設の割合が増加する中、対応が十分に行われなければ、23

重大な事故や致命的な損傷等の発生するリスクが高まってくることが想定24

される。このため、国民の生命・財産を守り、国民共有の財産である社会資25

本を適切に継承していくためには、当事者である施設管理者だけでなく、国26

民も含め、社会資本の維持管理を適切に行うことが最重要であることを認識27

し、戦略的に取組を進めることが必要であり、市町村がその理念を自らのも28

のとして理解し取り組んでいくことを強く求める。29

また、国土交通省は、本提言で示された具体的施策の実効性を高めるため、30

工程表を作成し、フォローアップを行いつつ、着実に支援を実行するととも31

に、予算を確保しつつ、更なる施策の検討を進めその充実を図るすべきであ32

る。33


